
公募要領 

 

 

１．事業名 

専門学校生への効果的な経済的支援の在り方に関する実証研究事業 

 

２．事業の趣旨 

 意欲と能力のある私立の専門学校生が経済的理由により修学を断念することがな

いよう、経済的支援及び就学支援アドバイザーによる修学支援を行い、各専門学校

における経済的支援に係る効果的な取り組みを含め、施策効果等に関するデータを

収集し、分析・検証を行うことを通じて、専門学校生に対する経済的支援策につい

て総合的な検討を行う。あわせて、都道府県・専修学校等にその分析・検証の成果

を提供する。 

 

３．事業の内容 

私立専門学校生に対する修学等支援及び基礎データの収集 

〔委託先：普通地方公共団体（都道府県）〕 

 

４．企画競争に参画する者に必要な資格に関する事項 

（１）予算決算及び会計令第７０条の規定に該当しない者であること。 

なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同

意を得ている者は、同条中、特別な理由がある場合に該当する。 

（２）文部科学省の支出負担行為担当官等から取引停止の措置を受けている期間中の

者でないこと。 

 

５．企画提案の提出等 

     企画提案は、「専門学校生への効果的な経済的支援の在り方に関する実証研究事

業委託要項」で定める「委託業務実施計画書」（様式１－１）の提出をもって変

えることとする。 

（１）委託業務実施計画書の提出場所・問い合わせ先 

住 所：〒１００‐８９５９  東京都千代田区霞が関３－２－２   

文部科学省総合教育政策局生涯学習推進課専修学校教育振興室 

ＴＥＬ：０３－５２５３－４１１１（内線 ３９５８） 

ＦＡＸ：０３－６７３４－３７１５ 

Ｅ－ｍａｉｌ：ｓｙｏｓｅｎｓｙ＠ｍｅｘｔ．ｇｏ．ｊｐ 

（２）委託業務実施計画書の提出方法等 

①用紙サイズをＡ４縦版、横書きとする。 

②提出方法は、Ｅ－ｍａｉｌで送信及び２部を郵送若しくは持参すること。 

 ◇Ｅ－ｍａｉｌ 



・提案１課題につき送信１回で上記（２）のＥ－ｍａｉｌアドレス宛に送信

する。その際、メールを送信したことを電話連絡すること。 

・送信メールの題名は、「【都道府県名：テーマ名】」とすること。 

・添付ファイル名は、「【都道府県名：テーマ名】」とし、送信する電子フ

ァイルが複数ある場合には、その順番などがわかるように番号を付記する

こと。 

・電子ファイルは、下記③で示すファイル形式で作成すること。 

・ファイルを含めメールの容量が５ＭＢを超える場合は、メールを分割し、

件名に通し番号を付して送信すること。 

※メール送信上の事故（未達等）について、当方は一切の責任を負わない。 

※Ｅ－ｍａｉｌによる提出があった際には、受信した旨を、送信者に対して

メールにて返信します。 

 ◇郵送 

・提案書類は、紙媒体及び下記③で示すファイル形式を保存した電子記録媒

体で提出すること。 

※郵送上の事故（未達等）について、当方は一切の責任を負わない。 

※郵送により提案書類を受領した際には、受領通知をＥ－ｍａｉｌで送信す

るので、提出書類に担当者の連絡先を記載すること。 

 ◇持参 

・受付時間は、平日１０時００分から１８時００分までとする（１２時００

分から１３時００分は除く）。ただし、提出期限の最終日は１７時までと

する。 

・提案書類は、紙媒体及び下記③で示すファイル形式の電子記録媒体で提出

すること。 

③その他 

 ・委託業務実施計画書に関して問い合わせをするための事務連絡先を明記する

こと。 

 ・委託業務実施計画書は、日本語により作成すること。 

 ・電子ファイルはＷｏｒｄ、Ｅｘｃｅｌ又はＰＤＦ形式にて提出すること。 

（３）提出書類 

①委託業務実施計画書 

②その他必要と思われる書類 

（４）委託業務実施計画書の提出期限 

提出期限：令和３年６月３０日（水）１７時まで 

※すべての提出書類をこの期限までに提出すること。 

※提出期限を過ぎてからの書類の提出及び提出期限後の書類の差替えは一切認め

ない（書類の審査等で指示があった場合を除く。）。 

（５）その他 

・公募期間中の質問・相談等については、当該団体のみが有利となるような質問 

については回答できない。質問等に係る重要な情報はホームページにて公開し 



ている本件の公募情報に開示する。 

・委託業務実施計画書等の作成費用については、選定結果にかかわらず委託業務

実施計画書を提出する者の負担とする。また、提出された委託業務実施計画書

等については返却しないこととする。 

・委託契約の締結は、公募締切後、委託業務実施計画書の審査が終了次第行うも

のとする。 

 

６．事業規模（予算）及び採択数 

事業規模（予算）：２億円程度 

採択数：受託を希望する都道府県数（最大４７件） 

 

７．選定方法等 

（１）書類選考 

 本事業を担当する文部科学省の職員が実施業務や計上経費の妥当性等を踏まえ

審査を実施し、受託先の選定を行う。 

（２）選定結果の通知 

選定終了後、１０日以内に提案者に対し選定結果を通知する。 

 

８．契約締結 

 選定終了後、契約予定者と委託業務実施計画書を基に契約条件を調整するものとす

る。なお、契約金額については業務計画の内容及び文部科学省の予算額を勘案して決

定することになるので、企画提案者の提示する金額と必ずしも一致するものではない。

また、契約条件等が合致しない場合には契約締結を行わない場合がある。 

※ 国との契約は、契約書に契約の当事者双方が押印した時（契約締結）に確定する

こととなるため、契約予定者として選定されたとしても、契約締結後でなければ事

業に着手できないことに留意すること。なお、再委託先がある場合には、この旨を

再委託先にも十分周知すること。 

 

９．スケジュール 

①公募開始：令和３年４月５日 

②公募締切：令和３年６月３０日 

③審  査：委託業務実施計画書の提出後すみやかに実施 

④契約締結：公募締切の後、審査が終了次第 

⑤契約期間：契約締結日から令和４年３月３１日まで 

 

※ 契約書締結後でなければ事業に着手できないので、委託業務実施計画書作成に

あたっては、事業開始日に柔軟性を持たせた上で作成する必要があることに十分

留意すること。なお、再委託先がある場合は、この旨を再委託先にも十分周知す

ること。 

 



10．その他 

  事業に関する問合わせや接触等については、全ての者に対して一律に公平な取扱

いとなるよう、情報提供を行う。 

  事業の実施に当たっては、法令並びに委託要項及び契約書等を遵守すること。ま

た、サプライチェーン・リスクに対応するなど、サイバーセキュリティ上の悪影響

の軽減に十分配慮した計画とすること。 

 

〔契約締結に当たり必要となる書類〕 

 選定の結果契約予定者となった場合、契約締結のため、遅滞なく以下の書類を提

出いただく必要がありますので、事前の準備のほどよろしくお願いいたします。 

 ・委託業務実施計画書 

 ・委託業務経費（謝金単価表、旅費支給規定等） 

・再委託承認申請書（再委託する場合に限る。再委託する経費の内訳含む。） 

   ・銀行口座情報 


